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１ 課題の設定、研究対象および研究方法 
21世紀を迎えて以後、中国経済の台頭が世界

各国の注目を集めるようになり、2010年の中国

のGDPは世界第2位の58,783億ドルに達した。

この急速な経済成長に伴い、中国における国民

の食品消費形態は、都市住民だけではなく農村

住民に至るまで、大きく変化している。食品に

対する安全性志向や調理の簡便化および消費の

外部依存化志向が深化する中で、中国における

コールドチェーンの整備は不可欠となっている。 

日本では、1964年の東京オリンピックや1970

年の大阪万博、また1965年に科学技術庁が「食

生活の体系的改善に資する食料物流体系の近代

化に関する勧告」（通称、コールドチェーン勧告）

を公表したことが契機となり、冷凍・冷蔵食品

の生産から物流、家庭内の消費に至るまでコー

ルドチェーンの整備が急速に進められた。 

一方、中国では近年の経済成長に伴う消費者

の食品に対する多様なニーズ、すなわち「高品

質・高鮮度・高安全性」に応じるため、コール

ドチェーンの整備を目的とし、2010年6月、中

国の国家発展改革委員会は「物流業調整と振興

計画」に基づき、「農産物コールドチェーン物流

発展計画」を策定し、各機関の徹底的な実施を

要求した。 

このコールドチェーン整備を促す大きな原動

力となったのが、2008年の北京オリンピックと

2010年の上海万博の開催であり、この点につい 

ては日本のコールドチェーン整備の契機とほぼ

同様である。挙国で行われた二つの大型行事の 

開催は、コールドチェーン整備の緊急性を中国

政府及び関連団体・企業により深く認識させた

と思われる。 

現在の中国がコールドチェーンの整備を必要

とするもう一つの理由は、流通段階で発生する

生産物のロスに起因する経済的損失である。『中

国物流年鑑2011』によると、輸送段階において、

コールドチェーンインフラの未整備等の原因に

よる年間輸送ロスは92.5億ドルで、また年間12

億ドルのペースで増加している。栄養価値ベー

スでは年間2億人分、年間ロス総量は1億トン

に相当という試算もある。野菜と果物のロス量

を見ると、果物は年間 1200 万トン、野菜は約

1.3億トンである。１元/kgとして計算すると、1

千億元の損失額に上る。 

以下の本稿では、まず、コールドチェーンに

関する先行研究をレビューするとともに、中国

のコールドチェーン整備に関する現状と冷凍食

品の生産・消費実態および冷凍食品の消費量と

経済・社会指標との相関について報告する。冷

凍食品の消費量と経済・社会指標との相関分析

にあたっては、「中国コールドチェーン物流発展

報告」と「中国統計年鑑」の統計データを用い

た。また、中国の冷凍食品加工企業3社を対象

とする事例分析を通して、冷凍食品の生産現場

における温度管理の実態を明らかにする。最後

に、中国におけるコールドチェーンのさらなる

普及に向けての今後の課題と展望について述べ

る。 
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なお、本稿では事例研究の対象を冷凍食品に

限定した。日本冷凍食品協会の統計によると、

日本の輸入冷凍食品の8割超は中国からの輸入

であり、現在の日本は中国からの冷凍食品輸入

に大きく依存している。このことからも、中国

国内における冷凍加工プロセスの技術水準とそ

の運用実態を解明することは重要な今日的課題

であるといえる。また、コールドチェーンは温

度帯によりコールドチェーン（冷蔵チェーン）

とフローズンチェーンに分けられる。コールド

チェーン（冷蔵チェーン）は、食品の種類だけ

ではなく、同じ野菜類もしくは果物類にあって

も品物によってその適温が異なる。一方、フロ

ーズンチェーンは、ほとんどの食品について

-18℃が適用温度である（例外としてアイスクリ

ームが-25℃、マグロが-50℃）。 

上記の温度基準を考慮して、フローズンチェ

ーンでは原材料が異なる食品（果物・野菜類、

水産物、畜産物）であっても基本的な温度管理

が統一（基本的には-18℃）されているため、本

研究ではまず、コールドチェーンの中でもフロ

ーズンチェーンに研究対象を絞ることとした。

また、冷凍食品に用いられる主な原材料として

果物・野菜類、水産物、畜産物などがあるため、

本研究では果物・野菜類、水産物、畜産物につ

いて、それぞれ専門的に加工・冷凍を行う中国

国内企業を事例として分析することとした。 

 

2 コールドチェーンに関する先行研究 
 コールドチェーンは、サプライチェーン（生

産/加工・流通・消費）の全体を通して、要求さ

れた温度を維持しなればならない流通システム

である。コールドチェーンに関しては、流通、

消費からコールドチェーンに関する政策まで、

幅広い先行研究が行われてきた。また、中国の

冷凍食品に関しては、2002年の冷凍ほうれん草

事件や 2007 年の冷凍餃子事件といった残留農

薬問題を背景に、冷凍食品の安全性に関する研

究が中心に行われてきた。 

 低温流通食品に関する先行研究を総括してみ

ると、低温流通食品の流通過程に関する研究（古

在〔2005〕，白石〔2010〕，高橋〔2011〕，西澤〔2011〕

等）、低温流通食品の消費過程に関する研究

（K.Likar ら〔2006〕，Andrej Ovca ら〔2009〕，

Zhang〔2012〕,荒木[2012]）という2つのカテゴ

リーに分類することができる。また、低温流通

食品の中、冷蔵食品を対象とした研究が中心と

なってなり、冷凍食品に関する研究は少ない。  

一方、中国の冷凍食品に関する先行研究は、

主に食品の安全性の是非に関する内容となって

おり、コールドチェーンの維持という視点から

の分析は未だ行われていない。そこで、本研究

ではコールドチェーンと冷凍食品に関する先行

研究において、各分野で未だ研究が行われてい

ない部分を補完することとした。すなわち、既

往の先行研究例が少ない冷凍食品を対象とし、

コールドチェーンの維持という研究視点から本

研究を行うこととした。 

 

3 中国のコールドチェーン整備と冷凍食

品の生産および消費実態 
（1）コールドチェーン整備の実態 

農産物のコールドチェーンの利用状況を表

１に示した。このような現状を踏まえて、「農

産物コールドチェーン物流発展計画」では、2015

年までの発展目標を設定している。具体的には、

現段階からコールドチェーン物流率を果物・野

菜は20％まで、肉類は30％まで、水産物は36％

まで向上させ、コールドチェーン輸送率を果

物・野菜は30％まで、肉類は50％まで、水産物

は65％まで向上させ、農産物のロス率を果物・

野菜は15％まで、肉類は8％まで、水産物は10％

まで低減させるとしている。
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表１ 中国のコールドチェーンに関する現状と 2015 年の目標 

  

コールドチェーン 
物流率 

コールドチェーン 
輸送率 

物流過程 
ロス率 

2010 年 2015 年 2010 年 2015 年 2010 年 2015 年 

青果物 5% 20% 15% 30% 20～30% 15% 

肉 15% 30% 30% 50% 12% 8% 

水産物 23% 36% 40% 65% 15% 10% 
出所：「中国物流年鑑 2012」

また、近年のコールドチェーン物流率は

少しずつ向上している（図１）。具体的にみ

ると、野菜・果物類は 2009 年の 4.1％から、

6.6％に、肉類は 13.2％から 17.2％に、水産

物は 21.2％から 25.2％に上がっている。増

加幅は大きくないが、順調な趨勢を見せて

いる。 

 

 

単位：％ 

 

出所：「中国コールドチェーン物流発展報告 2011」 

 

図１ 各品種のコールドチェーン物流率の推移 
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（2）冷凍食品の生産と消費実態 

中国の冷凍食品産業は 1970 年代から始

まり、当時は主にトマト、キュウリ、イン

ゲン等の個別冷凍包装品を多く生産してい

た。また、冷凍技術は低く、主に日本向け

に輸出されており、冷凍加工工場のほとん

どが港湾施設のある東海岸線に立地してい

た。 

1980 年代に入ると、冷凍技術の進歩によ

り、冷凍時間が以前の 10 時間から 2～3 分

にまで劇的に短縮され、冷凍食品の生産効

率が顕著に向上した。 

2000 年代以降、中国の冷凍食品生産量の

平均増加率は 15％となっており、他の食品

業界の生産量の平均増加率 11％を上回って

いる。 

冷凍食品の主な消費者層は未婚の若年層

である。その他に、所帯持ちであるホワイ

トカラー層やゴールドカラー層が重要な消

費者層となっている。都市化レベルの進展

に従って、農村から来た出稼ぎ労働者によ

る都市住民の絶対的な人口規模の拡大も冷

凍食品の消費者層を拡大させている。冷凍

食品の消費量と所得との関係を見ると、一

人当たりの所得水準が高い地域ほど、冷凍

食品の消費量も高い。全国では、上海、北

京、天津、浙江省、広東省が上位 5 地域を

占めている。 

冷凍食品の種類を見ると、伝統的な冷凍

食品、水餃子、ワンタン、饅頭（肉・野菜

をはじめ、種類は豊富）、湯で団子（湯園）

を代表とする米類・麺類食品が代表だった

が、現在はアイスクリーム、海鮮、さまざ

まな調理品が続々とスーパーに並んでいる。 

米類・麺類の冷凍食品の生産量は近年増

加する趨勢である。2010 年中国の米類・麺

類の冷凍食品の総生産量は 297.86 万トンで

あり、2009 年より 19.1％多い。 

 

 

（3）冷凍食品の消費量と経済・社会指標と

の相関関係 

 冷凍食品の消費量と経済・社会指標との

相関関係を明らかにするために、以下のよ

うな統計指標を用いて相関係数を算出した

（表 2）。具体的には、①冷凍食品の年間消

費量、②人口規模、③都市部一人当たり可

処分所得、④都市部一人当たり年間食品支

出額、⑤都市部住民冷蔵庫の所有量、⑥都

市部住民電子レンジの所有量、⑦農村部一

人当たり純収入、⑧農村部一人当たり年間

食品支出額、⑨農村部住民冷蔵庫の所有量

である。冷凍食品の消費量は省別になって

いるが、そこには都市部と農村部が包括さ

れている。そのため、都市部と農村部の統

計は分別した。農村部の電子レンジ所有量

が統計されてないため、電子レンジの所有

量は都市部だけ用いた。 

表 2 の分析結果を見ると、冷凍食品の消

費量は人口規模との関係は弱い。一方、一

人当たり可処分所得もしくは純収入（相関

係数が 0.95 以上）との関係が強い。その次

が年間食品消費支出額（相関係数が 0.85 以

上）である。耐久財所有量との関係をみる

と、都市部においては冷蔵庫より電子レン

ジの所有量が冷凍食品の消費に与える影響

が強い。 
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表 2 冷凍食品と経済・社会指標との相関関係

 

 
①  ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦  ⑧  ⑨ 

① 2010 年冷凍食品 

年間消費量 
1.000 

        

②人口規模 0.017 1.000
       

③ 都市部一人当たり 

可処分所得 
0.973 0.102 1.000

      

④ 都市部住民年間 

食品消費支出額 
0.851 0.015 0.887 1.000

     

⑤都市部住民冷蔵庫所有

量（100 戸当たり） 
0.672 0.289 0.675 0.518 1.000

    

⑥都市住民電子レンジ所

有量（100 戸当たり） 
0.834 0.137 0.844 0.793 0.811 1.000

   

⑦農村部一人当たり純収

入 
0.976 0.065 0.952 0.802 0.646 0.791 1.000 

  

⑧農村部住民年間 

食品消費支出額 
0.910 0.120 0.938 0.901 0.610 0.800 0.904 1.000 

 

⑨農村部住民冷蔵庫所有

量（100 戸当たり） 
0.868 0.111 0.829 0.659 0.812 0.787 0.897 0.781 1.000

出所：「中国コールドチェーン物流発展報告 2011」、「中国統計年鑑 2011 年」 

 

4 事例分析 
（1）調査対象及び調査時間 

本研究では、中国の冷凍食品の生産及び

管理実態を明らかにするために、冷凍加工

食品企業を対象に 2 回に渡り現地調査を行

った。具体的には、2013 年の 1 月に、水産物

を加工冷凍している浙江省大洋世家（オーシ

ャン・ファミリー）株式有限会社、2013 年

6 月には黒竜江省ハルビン市で畜産物の冷凍

加工を行っている正大（Charoen Pokphand）

グループ、野菜・果物の冷凍加工を行ってい

るハルビン高泰食品有限会社を対象に現地調

査を実施した。 

3 社の概況は以下のとおりである。 

 

（2）調査対象企業の概要 

1)正大（Charoen Pokphand）グループハル

ビン支社の概要 

タイに本部が置かれている正大グループ

は、80 年以上の歴史を持っているグループ

であり、また世界の 20 ヶ国に 400 以上の子

会社、20 万人以上の社員を有しているグル
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ープである。経営している産業としては、

農牧業、水産業、種子業、通信等がある。

中国での事業は主に農牧業を中心とし、飼

料の加工事業、孵化事業、食肉用鶏の飼育

事業、鶏肉の加工等の多様な事業を展開し

ている。中国には、河北省の秦皇島市と廊

坊市、北京市、黒龍江省のハルビン市、吉

林省の徳恵市、山東省の青島市 6 つの都市

に支社を設立している。 

 

2)浙江省大洋世家（オーシャン・ファミリ

ー）株式有限会社の概要 

浙江省大洋世家（オーシャン・ファミリ

ー）株式有限会社は、1999 年に設立した万

向グループが出資した会社である。登録資

本金が 1.8 億人民元で、遠洋漁労、水産物

の加工、輸入・輸出を一体化した会社であ

る。2012年の売上総額は 16.04億元であり、

純利益が 1.5 億元である。総合的な経済効

果は国内の同業界の中で上位にある。 

 

 3)ハルビン高泰食品有限責任公司の概要 

ハルビン高泰食品有限責任公司は 2000

年 6 月に設立された。登録資本金は 6,430

万元であり、自営輸出入経営権を有してい

る。本社は賓県賓州鎮に設置され、その傘

下には尚志石頭河子ラズベリー加工工場、

大興安嶺ブルーベリー・紅豆果(チェリー)

冷凍加工工場、賓県寒地果物・野菜総合加

工工場及び大連販売支社などがある。果

物・野菜産業基地 1.5 万ムーを持ち、有機

果物・野菜の年間総加工能力は 5.5 万トン

に上る。主な生産加工品は「三苺一果」（ラ

ズベリー、イチゴ、ブルーベリーとチェリ

ー）と有機野菜（アスパラガス、ジャガイ

モ、サヤインゲン、ホウレンソウ、トウモ

ロコシ、カボチャ、青豆、枝豆、カリフラ

ワー、果物キュウリ）である。 

なお、調査対象企業のその他の概要は表 3

に示した。 

 

（3）冷凍食品の生産現場における温度管理

の実態と今後の課題 

全般的に見ると、中国の冷凍倉庫におけ

る冷凍食品の衛生・温度管理は大きな問題

がなかった。国家の温度管理許容範囲は

-16℃から-20℃であるが、調査時の管理温度

は冷凍食品の管理規定範囲内であった。し

かしながら、現地調査を通して冷凍食品の

生産現場が抱えている諸課題も明らかにな

った。 

まず、ハード面の課題であるが、冷凍倉

庫の温度管理には力を入れているものの、

プラットフォームの温度管理はされていな

かった。本来ならば、プラットフォームは

予冷装置に相当し、温度が管理されなけれ

ばならないが、調査対象企業のプラットフ

ォームの温度はほとんど管理されておらず、

プラットフォームの温度を 15℃以下に維持

しなければならないという国家基準（付録

表 2 を参照）を満たしていない。また、一

部の企業においては、ドッグシェルターの

欠如により、食品集荷作業時の温度管理が

懸念される。また、直冷式の冷凍倉庫では

配管に霜が多く付着するため、霜の除去作

業が適切に行われない場合の冷却効果の低

下と霜の落下による品質劣化が懸念される。 

ソフト面の課題としては、冷凍関連従業

員の人員確保が挙げられる。表 3 に示すよ

うに、調査対象企業の 3 社とも冷凍関連従

業員は少数の管理員を除く全員が臨時職員

であった。臨時職員の採用は、作業の規範



7 
 

化、温度管理意識、労働安全・食品安全意

識の確立・定着に負の影響を及ぼす。また、

温度管理基準を見ると、3 社とも国家の温

度管理基準ではなく自社またはグループの

温度管理基準に従って管理していた。調査

対象企業においては取り扱う大部分の食品

が輸出用であったため、国家の温度管理基

準より管理体制が厳しく、またそうでなけ

れば輸出基準を満たせなかったことが背景

にある。国家の温度管理基準をより厳格な

ものとし、より高い水準での管理体制を構

築することが必要と思われる。 

 

 

 

表 3 調査対象企業の基本状況 

 

会社名 CP グループ食品 大洋世家 高泰食品 

会社属性 外資企業 民営企業 民営企業 

加工原料 畜産物 水産物 青果物 

販売先 
海外輸出：国内販売

（７：３） 

海外輸出：国内販売

（９：１） 
ほぼ海外輸出 

輸出先 
主に日本、他ロシア、

南アフリカ 
日本 

主に EU、他アメリカな

ど 

倉庫建設時間 1995 年前後 1980 年代 2000 年以後 

倉庫容量 8400 トン 11000 トン 1800 トン 

冷却方法 
液体アンモニア冷媒に

よるファン式 

液体アンモニア冷媒に

よる配管式 

液体アンモニア冷媒に

よる配管式 

倉庫管理温度 マイナス 18℃ マイナス 18℃ マイナス 18℃ 

プラントフォーム

管理温度 
特になし 特になし 特になし 

温度管理基準 グループの管理基準 グループの管理基準 自社の管理基準 

温度管理システム 

センターコントロール

＋人工操作＋倉庫温度

測定員 

センターコントロール

＋人工操作 

センターコントロール

＋人工操作 

倉庫関連従業員 臨時職員 臨時職員 臨時職員 

物流方法 アウトソーシング アウトソーシング アウトソーシング 

ドッグシェルター

有無 
あり  なし あり 

出所：現地調査により筆者が整
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5 おわりに 
本稿は、低温流通食品に関する日本およ

び中国の二国間比較分析の研究結果の一部

として取りまとめたものである。まず、コ

ールドチェーンに関する先行研究のレビュ

ーを踏まえた上で、既往の研究例が少ない

冷凍食品を対象とし、コールドチェーンの

維持すなわち低温温度管理の視点から、中

国の食品企業で生産される冷凍食品の品質

および安全性を検討した。また、統計デー

タの分析と現地調査に基づく事例分析の両

面から現在の中国のコールドチェーンの現

状を明らかにし、冷凍食品の生産現場が抱

えている課題を提示した。 

今後、低温流通食品に関する日本および

中国の二国間比較分析をさらに進めるため

に留意すべき点を以下に述べる。本研究で

は、冷凍食品の消費量と経済・社会指標の

相関分析に「中国コールドチェーン発展報

告」のデータを用いたが、同報告書におけ

る冷凍食品は主に小麦粉加工食品（面類、

餃子類、肉まん類など）を指しており、日

本における冷凍食品（青果物、畜産物、水

産物などを原料とする多種多様な食品）と

は大きく異なる。すなわち、中国の冷凍食

品の種類は大都市をはじめとして今後さら

に多様化するものと予想されるが、現時点

では冷凍食品の範囲はまだ限定的である。 

また、本研究の調査対象企業は、主に海

外輸出を目的としているため、国内販売向

けの冷凍食品加工会社と比較して食品の品

質および安全性管理水準が優れていた。そ

のため、本稿においては、国内販売向けの

冷凍食品加工の実態について理解するとい

う点で一定の限界があったことも事実であ

る。加えて、冷凍食品の供給側だけではな

く、需要側となる消費者は冷凍食品をどの

ように評価し、どのような購入意識を持っ

ているのかを明らかにすることも重要な研

究課題である。 

今後は、中国の冷凍食品の種類と価格を

把握するための追加調査や中国国内販売向

けの冷凍食品会社に対する現地調査を実施

するとともに、中国の消費者を対象とする

冷凍食品の消費に関する意識調査を行い、

低温流通食品に対する消費者側の消費意識

を解明することとしたい。 
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